
（様式３）目的設定表     (令和３年度） 予算区分：通常 要求区分：令和３年度当初予算 年 月

（重点施策推進方針との関係）

４．目的達成のための方法
 ①事業の実施主体

 ①ニーズを把握した対象  ②事業の対象者・団体

　（時期： 2 年 7 月）

）

５．事業の全体計画及び財源 単位（千円）

確定日（令和 3 3 5 日）

事業コード 6020508 政策コード 06 政　　策　　名 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

施策コード 02 施　　策　　名 子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな学力の定着
指標コード 05 施 策 目 標（指標） 名 将来を牽引する科学技術人材の育成

部　局　名 産業労働部 課室名 地域産業振興課 班名 科学振興・産学官連携班 (tel) 2247 担当課長名 羽川彦禄 担当者名 中村霞
 事　　業　　の　　内　　容 事業年度 令和３ 年度～ 令和99 年度

１．事業立案の背景（施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか） ３．事業目的（どういう状態にしたいのか）

２．住民ニーズの状況 秋田県

小・中・高校生

 ③達成のための手段

（具体的に
 ③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握していない場合の理由及び今後の方針

順位 事　業　内　訳 左　　の　　説　　明 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 全体（最終）計画

財源内訳 左の説明 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007 

国 庫 補 助 金

県 債

そ の 他

一 般 財 源 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007 

事  業  名 イノベーター　育成事業

　「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」の“戦略２：社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦
略”では、教育機関と連携したＩＣＴ人材の育成や、県内外の知見を取り込んだ科学技術
の活用を進めるための萌芽人材の育成に取り組むこととしている。また、「第２期あきた未
来総合戦略」においては、“Society5.0を見据えた産業振興・地域課題の解決”が重点プ
ロジェクトに位置づけており、それらを支える技術系人材の育成が求められている。

　県内の理科系高等教育機関等との連携や、県の持つ宇宙関連分野などの教育資源の活用により、小学
生から高校生までの体系的な取組を行うことで、理科好きの子どもの裾野を広げるとともに、興味・関心の
ある子どもの能力を伸ばし、高い能力を有する科学技術の次代を担う人材を育成することで、将来的な地
域産業の発展に寄与することを目的とする。

 ②ニーズ把握の方法 ①科学技術への興味・関心を引き出していく取組として、県内の科学関連施設が実施する
科学系講座を推奨講座に選定、スタンプラリーを実施。②県内大学等の教育資源を活用し、
科学的理解や論理的思考力等を養う、実験・体験中心の科学講座の開催。③「中学生モデ
ルロケット秋田県大会（能代宇宙イベント内）」の開催を支援、県知事賞を授与。

　これからの産業振興においてはデジタルトランスフォーメーションが不可欠であり、小中高
の段階から、学校内外でＩＣＴを活用した学習活動を充実させてほしい、等のニーズがある。 　県教委においても、科学技術系人材の育成として、交流、研修、イベント参加等を中心とした取組を実施

しているが、原則として県内の児童生徒への平等な教育機会の提供を前提としているものである。
  本事業では、学校以外での初等中等教育から高等教育へとつながる学びの連続性、産業振興を見据え
た科学技術系人材の育成、といった観点から実施するものであり、有効性は高い。

 ①理由

 ②今後の方針

０１
イノベーター育成事業 ①推奨講座及びスタンプラリーの実施、②実験・体験中心の科学講座の開催、③「中学生モデルロケット秋田県大会

（能代宇宙イベント内）」の開催支援、県知事賞の授与。

1,007 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007 
０２
０３
０４
０５
０６

アンケート調査 ヒアリング インターネット
その他の手法

各種委員会及び審議会

受益者 一般県民

重点事業として要望 その他の事業として要望



①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）

③把握する時期 月 月 月

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）

③把握する時期 月 月 月

６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

指　標　名 推奨講座の講座数（回） 指標の種類

指　標 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 最終年度
目標a ― ― 103 105 107 109 111 

実績b 115 100 ②データ等の出典

東　北 不明
全　国 不明

指　標　名 科学講座の受講者数（人） 指標の種類

指　標 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 最終年度
目標a ― ― 36 39 42 45 48 
実績b 35 34 ②データ等の出典
東　北 不明
全　国 不明

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
　①指標を設定することが出来ない理由

　②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性

政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

事業の期待　　　
される成果

本事業を活用した小中高生が、将来県内企業等に就職し、産業振興に貢献す
る。

指   標   式
科学関連施設が実施する講座のうち、科学技術の基礎となるものづくりや
実験を行う講座である「あきたサイエンスクラブ」推奨講座の講座数

地域産業振興課調べ

指   標   式 県が開催する科学講座の受講者数

地域産業振興課調べ

事業の必要性

　県内企業は「新しいビジネスモデルへの転換」を迫られており、技術革新やデジタル化を促進することで、コスト削
減や生産性向上、さらには新たな付加価値を創出していかなければならない。創出・革新を支える理系人材の育成
が急務であるが、そのためには、大学進学前の小中高生に対して実践的な学びの場を提供することが必要である。

　通常行われている学内の授業とは別に、同一のテーマに関心を持つ学外の人材との交流、学年を超えた交流の場
を提供することで気づきや相互啓発が促されるなど参加した多くの学生・生徒から高評価を得ている。また、大学等
が有する高度な設備や専門人材、地域の科学系イベントに参加することで将来の技術系人材育成に加え、地域との
結びつきを深める本事業に対するニーズは高い。

　本事業のメインの取組である科学講座は、元々科学に関心のある生徒の能力をさらに高めることを目的に、大学
教員の直接指導による、座学と実験等が一体となった難易度の高い内容となっており、他の教育機関が単発で実施
している講座等とは差別化を図り、将来の本県産業の人材を育成するという観点から、県が一貫して実施することが
不可欠である。
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B　再点検

重点事業

a b c

c　検討していない

民間・市町村では実施困難又は実施可能ではあるが相応の理由がある
法令・条例上の義務 内部管理事務

有

c

a b c

Ｃ　不適当

Ａ　適　当

B　再点検

C　不適当

B C A B C B C

業績指標

当該年度中 翌年度 翌々年度

成果指標
業績指標

当該年度中 翌年度 翌々年度

ａ　具体的に取組んでい

県が実施すべき理由がある

ｂ　検討している

A

有 無

県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの

その他


